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教員免許状更新講習の予備講習を実施してみて
渡 逓 誠 一1)
平成19年6月,教員免許状に10年間の有効期限が付された改正教育職員免許法が成立した｡そ
の法律は,過去に免許状を取得した者にも,更新のための講習を受講することを義務付けた｡
平成20年度には,この法律が円滑に遂行されるための準備として,大学を中心に全国の101の
機関で ｢予備講習｣(その多くは文部科学省の委託事業として)が実施された｡筆者は,山形大
学における予備講習の企画の作業と講習の講師として深く関わった｡その経験を踏まえて,この
教員免許状更新制について,①制度上の問題,②更新講習の期待された効果,③講習の実施して
みてみえてきた課題,④教員の資質向上の望ましいあり方,等々について考えてみたい｡
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1 教員免許状更新制の問題
先ず,この制度自体について,既に多くの人から法
的に疑義が出されている｡その一つは,過去に免許状
を取得した教員にも講習を課していることである｡彼
らが免許状を取得した時には,有効期限などの規定は
なかった,つまり,期限なしの教員免許状であった筈
なのに,後日制定された法律で,講習の受講を ｢強
制｣するという,法律を遡及させることである｡しか
ち,講習の受講料を,免許状は個人の資格であるとし
て,個人負担させることである｡教員としての資質の
向上を目指すものであるならば,使用者である教育委
員会が負担するのが常識的な考えであろう｡
その二は,この制度が,任期のない公務員の任用制
度と矛盾しないかという疑問である｡つまり,免許状
の有効期限が10年間ということであれば,免許状が更
新されなければ事実上職を失うことになり,任期付き
の任用と同じではないのかということである｡
この間題について,文部科学省の諮問機関の中央教
育審議会は,この更新制と一般的な任期制との違いに
ついて,次のように説明している｡
｢一般的な任期制を導入していない公務員制度との関
係については,更新制はその時々で求められる教員と
して必要な資質能力が保持されるよう,教員免許状に
有効期限を設け,その満了時に,一定の更新要件を課
し,これを満たせば,免許状が更新される資格制度上
の制度である｡特に,今回の更新制は,いわゆる不適
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格教員の排除を直接の目的とするものではなく,教員
として日常の職務を支障なくこなし,自己研錆に努め
ている者であれば,通常は更新されることが期待され
るものである｡｣とし,｢これに対して,任期制は,あ
らかじめ一定の任用期間を定めて職員を採用するとい
う任用上の制度であり,業績評価等に応じて,再度任
用することはあり得るものの,一定の要件を満たせ
ば,再任用されることを前提とする制度ではないこと
から,基本的に今回の更新制とは趣旨 ･目的を異にす
るものである｡1)｣
以上のように,更新制は純然たる任期制とは違い,
教員として職に留まるための資格条件としての制度で
あり,従って,更新制の目的は,時々に教員に求めら
れる資質能力を保持させ,教育の質を維持,さらには
向上させることにあるということである｡
2 更新講習の内容と教育効果についての期待
それでは,この免許更新制は,その目的を達成でき
るであろうか,この課題について考えてみよう｡
先ず,更新講習で指導することが求められている講
習内容についてみると,平成20年3月31日に,文部科
学省令として規定された更新講習規則には,次のよう
に定められている｡
第4条 免許法第9条の3第一項第一号に規定する文
部科学省令で定める事項は,次に掲げる事項とする｡
- 教職についての省察並びに子どもの変化,教育
政策の動向及び学校の内外での連携協力について
の理解に関する事項
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二 教科指導,生徒指導その他教育の充実に関する
事項
2 前項第一号及び第二号に規定する事項の詳細な内
容は,文部科学大臣が別に定める｡
その別に定められた内容,特に上記の-,所謂必修
領域についての詳細な内容は以下のように規定されて
いる｡
(D教職についての省察
･学校を巡る状況変化
･専門職たる教員の役割
②子どもの変化についての理解
･子どもの発達に関する課題 (子どもの発達に関
する,脳科学,心理学等の最新知見に基づく内
容 (特別支援教育に関するものを含む｡)を適切
に扱うこと,LD.,ADHDはじめ特別支援教育
に関する新たな課題について
･子どもの生活の変化を踏まえた適切な指導の在
り方
③教育政策の動向についての理解
･学習指導要領改訂等の動向
･その他教育改革の動向
④学校の内外での連携協力についての理解
･各種課題に対する組織的対応の在り方
･学校における危機管理上の課題
上記二の,所謂選択商域については,細かな内容は
規定されていない｡
以上のような講習内容で,果たして教育効果が上が
るであろうか｡
中央教育審議会の教員養成部会の委員として,この
免許更新制の導入に関する会議の座長を務めた玉川大
学の山極隆教授は,雑誌 『現代教育科学2007年1月号』
の特集 ｢免許更新制で教員の質は向上するか｣につい
ての論稿で,｢教員免許更新制は教員の資質能力向上
のための必要条件ではあるがこれだけでは十分条件と
は言えない｡2)｣と記している｡
彼は,その論稿で,｢そもそも教員が身に付けるべき
実践的な指導力はあくまで学校現場で育っていくもの
であり3)｣と記してことから,この免許更新制での講習
で実践的指導力の育成には必ずしも期待していないよ
うである｡そのことは,『現代教育科学 2008年9月
号』の特集 ｢免許更新制の講習内容を問う｣の論稿に,
更新講習の期待される成果として,彼は,｢これにより
学校教育が抱える課題の複雑 ･多様化,多忙化の中で
悪戦苦闘しながら教育実践しながら教育実践している
教員が10年に一度,教育現場とは異なるアカデミック
な環境の下で学ぶことは,教員が初心に戻り,改めて
教職の重要性が再認識できる｡また,更新講習を受講
することによって,一人一人の教員が自信と誇りを
持って教壇に立ち,そのことを通じて社会の尊敬と信
頼を得られるようになる4)｣,と記していることからも
読みとれる｡
山極氏は,この講習の限界を知りつつ,指導技能よ
りはむしろ意識面への効果を期待しているように見受
けられる｡
これに対し,教育現場で教員を管理している校長た
ちからは,多くは期待していないが,それでも教員が
少しでも指導力を向上させるのに役立つものにして欲
しいという要望が寄せられている｡
東京都の泰明小学校校長の向山幸夫氏は,表題に,
｢指導力不足を補えるように講座内容に期待する｣と
付した論稿を寄稿し,次のようなことを記している｡
｢｢免許更新制｣は,そもそもその出発からして,指導
力不足教員に対する措置を意図したものではない｡し
たがって,｢講習で指導力を補う｣ことは想定していな
い｣,｢しかし,これから各大学の講座担当者の努力に
よって,- ･(中略)･- 講習で指導力不足を補える
こともある,ぜひそうなることを期待したい｡5)｣
山口県長門市立神田小学校長の横田健氏は,｢免許
更新日的 ｢技能を身につけること｣に期待する｣とい
う表題を付した論稿6)を著している｡彼は,文部科学
省が,｢(解説)教員免許更新制のしくみ｣で,更新制
の目的を,｢技能を身につけさせること｣,と説明して
いることを根拠に,｢授業力,教師九 指導力｣などの
技能を身につけることを期待している,と記してい
る｡しかし,そのためには,｢技能を身につけさせるこ
とは大学のもっとも不得意なところ｣なので,｢現場の
実践家に講習を担当させる工夫もしてほしい｣という
注文をつけている｡
3 講習を実施してみて
前述のように,所謂必修領域で取り扱うべき内容は
盛りだくさんで,これを12時間 (2日間)で指導する
ことが求められている｡筆者も講師の1人として,平
成20年8月,予備講習として実施してみたのである
が,講師は3時間ずつ,前述の4つの分野を4人で分
担したので,身体的にはそれ程の負担感はなかった
が,受講者の方は2日間の講習終了時には疲労国債と
いう様子であった｡更新講習は修了試験が義務付けら
れていて,山形大学の予備講習では講師毎に修了試験
を実施したこともあって,受講者は4つの分野の各講
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義に集中して聴いていなければな らず,本当に大変
だったようである｡
更新講習では,講習前と講習後に受講者か らアン
ケー トをとることが義務付けられている｡事前のアン
ケー トは,書式は開設者の自由になっているが,事後
のアンケー トは,文部科学省によって書式が決められ
ていて,その集計結果 も報告す ることが義務付けら
れ,その報告は文部科学省のホームページに公表され
ることになっている｡
そのアンケー ト結果から,受講者が講習についての
評価がある程度読み取れるので,それについて触れて
みることにする｡図表 1は,事務職員の手によって集
計された受講者の必修嶺域の講習についての事後評価
である｡
文部科学省が要求 している講習題 目,｢教育の最新
事情｣に相応しいか否かを評価する項目としては,第
8番 目の設問,｢これまで知 らなかった理論,考え方
等,･--｡｣が,それに対応すると思われる｡この設問
表 1 事後評価アンケート (｢最新の教育事情｣)
評価の基準
1:強くそう思う 2:だいたいそう思う 3:あまりそう思わない 4:全くそう思わない
項 目 評 価 結 果
1と回答した者 2と匝答u渚 3と回答u渚 4と回答した者 有効回答数
1.学校現場が直面する諸状況や教員の課題意識を反映して行われていたo 20人 ilI23% tI38人 i'l44% 26^ 30% 3人 3% 87人
2.講習のねらいや到達目標が明確であり､講習内容はそれらに即したものであったo ilI11人 ■13% lI42人 妻48% 31人 36% 3人 3% 87人
3.受講生の学習意欲がわくように工夫をしていたo 6人 7% - iIl45% %^ 41% 6人 7% 87人
4.適切な要約やポイントの指摘等がなされ､説明が分かりやすかつたo I9人 妻fi 10% 1i46^ l!56% 24^ 28% 5人 6% 87人
5.配付資料等使用した教材は適切であったo 13人 15% it47^ !…54% 22人 25% 5人 6% 86人
6.開設者の運営 (受講者数､会場､連絡､事前調査等)は適切であったo 15人 17%48人 量55%壬I 15人17% 9人 10% 87人
7.教育を巡る様々な状況､幅広い視野､全国的な動向等を修得することができたo 27人 31% 三封入 i45%I壬 18^ 21% 3人 3% 87人
8.これまで知らなかりた甥鼠考え方等､手練 や脚 ぶことができ､今後噺 の中での活用や自ら柳 田続した鞠 唄込まれも 17人 20% 46^ 53% 22人 25% 2人 2% 87人
9.受講前より講習内容-の興味が深まり､自分の苦手分野の克服 一助となったo 13人 15% 37人 【…43%!lI 34人 39% 3人 3% 87人
10.朝髄窮落振り返るとともに 一献紅神輿鑑 新牌 での取り糸鰐叫 喚機となった 23人 26% :封入 I【巨5%il‡ 20人 23% 5人 6% 87人
ll.全体を通して､他の教員にも勧めたい講習であったo 11人 13% 34^ !喜39% 35人 40% 7人 8% 87人
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に対して,｢強 くそ う思 う｣と回答 した者が17人
(20%),｢だいたいそう思う｣と回答した者が46人
(53%)と,肯定的な評価をした者が計63人 (73%)
であったので,先ずは講習題目に叶った目標を達成で
きたと思われる｡
そこで,比較的高い評価を得た理由を講習内容との
関係で掘り下げてみることにする｡
先ず第一に考えられることは,40代 ･50代の教員に
はあまり耳にしたことのないような ｢インクルージョ
ン｣ということばを中心に据えて,｢子どもの変化につ
いての理解｣の項目を講義したことがあると思われる｡
特別支援学校 ･学級を担当している先生なら,このこ
とばの意味は当然知っていようが,一般の教員にはま
だあまり浸透していないようである｡しかし,現実に
は,文部科学省の調査でも通常学級に障害をもつ児童
生徒が6%程度いるということが報告されていること
から,ほとんどの教員が彼らに遭遇している筈なの
で,全ての教員が知らねばならないことばである｡
特別支援教育は,特別支援学校 ･学級のみで行われ
る教育ではない,という認識は既に多くの一般教員に
もあるようで,ただどのように実践したらよいかとい
う点で悩んでいるというのが現状のようである｡これ
を担当した教員は,既に実践している受講者から実践
の様子を話してもらうなどしたことが受講者から高い
評価を得た一因と思われる｡
次に,｢学校内外での連携協力についての理解｣の項
目では,昨今の学校運営では,｢開かれた学校｣が求め
られ,そこでは学校の説明責任が問われる｡その説明
責任を果たすためには普段に学校運営のあり方が問題
になる｡それは自ずと,学校評価,さらには教員評価
に繋がる｡
今や,学校は教職員がチーム一丸となって協働しな
ければ不登校 ･いじめなどの問題行動に対応できな
い｡つまり,教員一人ひとりが各自一生懸命頑張れ
ば,問題が起こらない,あるいは解決するという状況
にはない｡組織的に運営にされないと問題の発生の抑
止あるいは解決できない｡全ての教員がそれぞれの地
位 ･役割を意識して運営に参加しないと学校教育目標
の達成は不可能である｡
いずれ教頭 ･校長として学校運営に携ることになる
かもしれない40代 ･50代の中堅の教員にとって学んで
おくべき課題である｡今回の講習の受講者は,この年
代の教員が多かったことも,実践的な講習になったも
のと思われる｡また,30代の若い教員にとっても,こ
の学校評価は,いずれ教員の個人評価に繋がることな
ので,無関心ではいられない問題である｡いずれにし
ても,学校運営は管理職だけの問題ではない｡
この分野を担当した講師は,行政経験豊かで,山形
県の学校運営,学校評価のあり方を指導してきた教員
であったので,具体的に学校評価 ･学校内外の連携協
力の実態を講義したことが受講者から高い評価を得た
と思われる｡
｢教職についての省察｣という項目では,いつの時代
にも教員に求められる役割 ･服務を再確認するととも
に,近年審議会等で主張されている教員としての資質
能力について触れられた｡例えば,多忙な中で同僚と
コミュニケーションをとる能力,いわゆるモンス
ター ･ペアレンツといわれる自己中心の保護者への対
応の能力など,以前には考えられないような能力が要
求されていることに言及し,現在の教員の置かれてい
る難しい状況に触れたことが受講者から好感をもって
受け容れられたようである｡
｢教育政策の動向についての理解｣の項目では,学習
指導要衝の改訂のねらいと教育基本法を始めとする最
近の教育関係法規の改正を中心に講義した｡
新学習指導要領については,平成20年3月に告示さ
れたばかりの学習指導要領の総則をとり上げ,そこに
記述されていることがその年の1月に公表された中央
教育審議会の答申に対応したものであることを説明
し,その答申の概要を提示し,今回の学習指導要領の
改訂の考え方を解説した｡
教育法規の改正については,教育基本法,学校教育
揺,教育公務員特例法 ･教育職員免許法,地方教育行
政の組織及び運営に関する法律などの改正の内容 ･ね
らいをとり上げた｡
これら学習指導要領の改訂や教育法規の改正は,覗
職教員にとって日々の教育活動に直接関わるものなの
で,かなり高い関心をもって聴いてもらえた｡例え
ば,授業時間数の増加については,答申では,学習指
導要領改訂の基本的な考え方の一つとして,｢確かな
学力を確立するための必要な授業時間数の確保｣を挙
げ,｢子どもたちの思考力･判断力･表現力等をはぐく
むため,教科において,基礎的 ･基本的な知識 ･技能
の習得とともに,観察 ･実験やレポートの作成,論述
といった知識 ･技能を活用する学習活動を行うために
は,現在の小 ･中学校の必修教科の授業時数では十分
ではない｡このため,特定の必修教科の授業時数を確
保することが必要である｡｣という理由を挙げている
が,文部科学省としては,実は教員定数の改善 (増加)
を意図したものであること,また,その意図の裏には
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義務教育費国家負担法の改正で削減された教育予算の
｢復活｣をねらったものであるという文部科学省の｢戦
略｣が隠されていることを述べた｡
答申などのような政策的な文書を読む時は,記述さ
れている活字の表面的な理解だけでなく,その裏に隠
されている意図も読むことを勧めた｡
また,今回の法律改正について,一見教師に対する
管理強化をねらっているようにみえるが,特にこの免
許更新制については,文部科学省として積極的に改正
しようとしたものではなかったと思われる｡政府 (安
倍首相)の政治的パフォーマンスとしてなされたので
あり,教員にとってはいうまでもないが,大学にとっ
ても迷惑千万なことである,と｡要は学校や教師が世
間から批判されないようにすること,さすれば,政治
介入されることはないであろうから｡
以上のような訳で,事後アンケートでは,比較的好
評であったが,実際問題この講習がその後の教育実践
に役に立つかというと疑問である｡
アンケート項目8の設問は,回答する際にフレーズ
の読むポイントによって評価も違うものになると思わ
れる｡インクルージョンの話に興味をもった人は,こ
の設問全体に肯定的な評価を示すであろうが,教育政
策 ･教育課程の話では,｢これまで知らなかった考え
方｣については肯定的な評価をもったかもしれないが,
｢今後の教師生活の中での活用｣にはそれほど線がな
いものであろう｡
講習の実践への有効性という観点からの評価では,
項目9の ｢受講前より講習内容への興味が深まり,自
分の苦手分野の克服の一助となった｡｣の設問に対する
回答が参考になると思われる｡この設問は,選択領
域,特に教科教育法に関する講習を意識して設けられ
たものと思われるが｡しかし,必修領域でも,特別支
援教育についての項目の講義もあるので,この設問に
ついての回答結果も参考になると思われる｡ただ,請
習全体の4分の1 (3時間)しか時間配分していない
ことを考慮して考察しなければならないであろう｡
回答結果であるが,｢強くそう思う｣と ｢だいたいそ
う思う｣と回答した人の割合が,50人 (58%)である｡
一応過半数の人が好意的な評価を下している｡このよ
うな分析でよいかというとよくわからない｡
そこで,直接に関係付けてよいか疑問であるが,山
形大学は予備講習する前に,県内の教員約1000人か
ら,更新講習の時期 ･内容等についてアンケートを
とっている｡そのアンケートで,｢受講した講習の内
容をご記入ください｣,という自由記述の設問を設け
て調査した｡
表2及び表3は,自由記述を,大雑把に分類 ･集計
したものである｡特徴的なことは,生徒指導 ･教育心
理が最も多いこと,特別支援教育についてはほぼ3人
に1人が関心をもっていることである｡
これらの関心事は,今,学校教育が抱えている課題
を端的に示している｡いじめ,不登校,教師に対する
暴九 学級崩壊など,問題行動は相変わらず解決の目
途は立っていない｡これらの問題は,教師の指導力 ･
表2 /Jい 中･高校･特別支援学校
教員が希望する講習内容
(回答総数 :1011人)
講習内容 希望者数 百分率
教科教育法 308人 30.5%
教科専門 156人 15.4%
教育心理､生徒指導 427人 42.2%
特別支援教育 316人 31.3%
学校 .学級経営 153人 15.1%
表3 学校種別の希望する講習内容
(小学校教員の回答人数:543人､中学校教員の回答人数:243人､高校教員の回答人数 :170人)
講習内容 小学校教員 重tの希望者数 'i一 百分率 中学校教員 …の希望者数 妻百分率 高校教員の希望者数 百分率
教科教育法 161人 巨 9.7% 82人 .I33.7% 56人 32.9%
教科専門 44人 邑 8.1% 44人 い 8.1% 36人 21.2%
教育心理､生徒指導 113人 20.8% 125人 51.4% 82人 48.2%
特別支援教育 110人 20.3% 47人 19.3% 31人 18.2%
学校.学級経営 20人 3.7% 34人 14.0% 21人 12.4%
98 渡遁 :教員免許状更新講習の予備講習を実施してみて
の向上だけでは解決できる問題ではない｡
特別支援教育については,ノーマライゼーションの
流れの中で,教育界にも改善を要求された課題で,先
にも記したように独り特別支援学校 ･学級における教
育だけの課題ではなくなったことの反映であろう｡
それで,このアンケート結果から,先ほどの評価の
中で残されたこと,つまり,必修領域での特別支援教
育の講習が受講者の要望に十分応えていたか,という
観点から評価してみると,受講者にとってはややもの
足りないという印象を与えたかもしれない｡しかし,
それは3時間という短い時間では止む得なかったとい
うこともいえる｡
4.結び-免許更新制のあるべき姿一
更新講習を実施し,受講者からのアンケートの回答
をみる限り,更新講習が全く無駄だと言い切ることは
できない｡この更新制の導入を主導してきた山極氏が
期待する効果 ･目的の一部は達成できそうではある｡
しかし,校長たちが期待するような実践的な指導力を
高めることはかなり困難であろう｡
山極氏がいうように,教育の技能 (授業力 ･学級経
営 ･生徒指導の技能)は,本来,日常の教育実践を通
して磨いていくべきものであり,新しい技能の習得を
30時間程度の講習で身につけることは無理であろう｡
それも,10年,20年と長い経験を積んで自分なり指導
スタイルを有する者に,新しい技能を獲得させること
はかなり困難なことであろう｡
従来は,教員に技能を向上させる役割は,先輩教員
や上司あるいは任命権者の教育委員会が担っていたは
ずである｡山極氏も本来はそうあるべきと考えていた
からこそ,上記のようなことばを述べたのであろう｡
しかし,彼は,現在の学校や教育委員会がその役割を
果たせない状況にあるという認識に立ち,新しい制
痩,即ち,更新制の導入に走ったのであろう｡
では,従来学校や教育委員会,とりわけ学校がもっ
ていた教員の世代間教育の機能は,どうして失われた
のであろう｡その最大の理由は,教員の多忙にあるこ
とは教育関係者なら容易に理解できる｡政令で教員は
原則超過勤務ができないにも拘わらず,一日平均2時
間の超過勤務をしている｡そのような状況下,後輩や
同僚のことを気遣う余裕がないのであろう｡
この教員の多忙な状態を改善することが,学校の世
代間教育の機能を復活させる一つの解決方法であると
考えられる｡この多忙の解消は,実は,現在の学校運
営の最大の課題で,その課題が解決されれば,精神的
にゆとりが生まれ,児童生徒と直接向き合う時間も増
え,結果的に教育の効果を高めることになろう｡
学校が,一つの組織体として,協働作業が円滑に行
われるためには,教員の世代間教育を通して同僚意識
を高めていくことは非常に重要なことである｡ただ,
現在学級崩壊を抱えて一番悩んでいる世代が40代であ
ることを考えると,単純に経験年数で世代間教育をす
ればよいというものではないが｡
免許更新制は,教員の資質向上という点で多くは期
待できないし,また,教員に時間的 ･経済的 ･精神的
負担をかけるという問題を抱えているが,教員養成に
関わっている大学教員には,受講者から直接学校教育
の現状や課題を耳にし,研究課題を発見する機会にも
なるというメリットもある｡
フィンランドに視察に行った時,ヘルシンキ大学の
教員が,当地の教員は毎年2日間大学での研修が義務
付けられているので,大学教員はそれに対応しなけれ
ばならないが,直接学校現場の課題が聴けて勉強にな
ると言っていた｡教育において,理論と実践が結合 ･
往還が強く求められている現在,更新制がこの課題に
応えるものになれば幸いである｡
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